
 

 

平成３１年３月  

 

 １ 新地方公会計制度の概要と本市の取組 

 

平成１８年６月に成立した「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関

する法律」（行政改革推進法）を契機に、地方の資産・債務改革の一環として「新地方公会

計制度の整備」が位置づけられました。 

 本市においても、平成２０年度決算から「総務省方式改訂モデル」により財務書類４表

の作成を行ってきました。この財務書類４表とは、発生主義・複式簿記の考え方に基づい

た、貸借対照表（バランスシート）、行政コスト計算書（損益計算書）、純資産変動計算書、

資金収支計算書（キャッシュ・フロー計算書）の４表です。これまでの単年度予算主義に

よる現金主義及び単式簿記では把握しきれなかった、資産・負債等の「ストック情報」や

行政サービスを提供するために発生する費用の「コスト情報」等が、この財務書類４表を

作成することで把握できるようになっています。 

 また、一般会計に加え、公営事業会計や第三セクター等を繋げた全体・連結財務書類を

作成しており、本市に係る全体の財政構造やそれらの健全性についての把握も行っており

ます。 

 平成２８年度決算からは、総務省の要請に応え、固定資産台帳の整備と複式簿記の導入

を前提とした「統一的な基準」に基づく財務書類を作成しています。 

 

 

２ 財務書類作成方式の変更 

 

平成２８年度決算からの財務書類作成方式として用いた「統一的な基準」は従来の方式

である「総務省方式改訂モデル」とは、次のとおり違いがあります。 

 

事 項 統一的な基準 総務省改訂モデル 

固定資産の価額等の把握方法 固定資産台帳で管理 決算統計の普通建設事業費の

累計額 

財務書類作成の基となる歳

入・歳出金額の把握方法 

歳入・歳出執行情報を複式仕訳 決算統計データを読替 

※全体会計に属する下水道事業特別会計・農業集落排水事業特別会計については、地方公

営企業法の適用に向け、固定資産台帳の整備に着手しているため、平成２９年度決算では、

従来どおり総務省改訂モデルに置き換え連結処理しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新地方公会計制度に対応した財務諸表４表の公表について 



３ 財務書類４表の関連性 

  財務書類４表は次表のとおり相互に関連しており、各表に計上している金額はそれぞ

れ一致します。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 財務書類の作成対象会計等 

 

一部事務組合・広域連合

鹿角広域行政組合

一般会計 特別会計・企業会計 秋田県市町村総合事務組合

一般会計 国民健康保険事業特別会計 秋田県市町村会館管理組合

後期高齢者医療特別会計 秋田県後期高齢者医療広域連合

介護保険事業特別会計

下水道事業特別会計 地方公社・第三セクター等

農業集落排水事業特別会計 (公財)鹿角市子ども未来事業団

上水道事業会計 (株)かづの観光物産公社

(有)八幡平地域経営公社

市全体

※地方公社・第三セクター等の連結対象条件（範囲）として、出資比率が５０％以上又は役員の派遣等を行っている法人としています。

連結グループ

 

 

 

 

               

 

 

 

 

 

 

 

     

資 産 負 債 

現金預金 純資産 

収  入 

支   出 

歳計現金増減 

＋ 

期首歳計現金残高 

期末歳計現金残高 

＋ 

期末歳計外現金残高 

期末現金預金残高 

経常費用 

経常収益 

純経常行政コスト 

± 

臨時損失・利益 

純行政コスト 

【純資産変動計算書】 

期首純資産残高 

純行政コスト 

＋ 

税収等・国県等補助金 

± 

資産評価差額等 

期末純資産残高 

【貸借対照表】 

【資金収支計算書】 

【行政コスト計算書】 



 

 

 

貸借対照表の借方は、市がこれまでに形成した資産の額を表しています。貸方は、資産を形成した財

源を表しており、負債（今後返さなければならない額）と純資産（返す必要がない額で、企業会計の資

本金及び利益剰余金に相当する額）から構成されています。家計に例えると、資産は土地、住宅及び預

貯金、負債は住宅ローンや教育ローン、純資産は資産形成のために受けた贈与や自己資金に該当します。 

資産には、民間企業と同様に現金化が可能な資産のほか、行政サービスを提供するためのインフラ資

産等公会計特有の資産を含みます。 

一般会計での資産合計は、６９７億６千万円となっており、内訳は、土地・建物や道路等の公共資産

が６１６億９千万円、出資金・貸付金や特定の目的のための基金等の投資等が４８億円、財政調整基金

や歳計現金等の流動資産が３２億７千万円となっています。 

負債は、主としてインフラ整備等の財源とした地方債等で、その合計は２０９億９千万円となり、資

産合計の３０．１％となっています。 

資産から負債を差し引いた純資産は、総額で４８７億６千万円となっています。 

 

（単位：百万円） 

借   方 貸   方 

〔資産の部〕 

１固定資産 

(1)事業用資産 

(2)インフラ資産 

(3)物品 

(4)無形固定資産 

(5)投資及び出資金等 

(6)長期延滞債権 

(7)長期貸付金 

(8)基金(特定目的基金等) 

 

２流動資産 

(1)現金預金 

(2)未収金 

(3)短期貸付金 

(4)基金(財政調整基金等) 

(5)徴収不能引当金等 

 

66,486 

38,763 

22,282 

595 

51 

882 

314 

117 

3,482 

 

3,271 

461 

56 

- 

2,771 

△17 

〔負債の部〕 

１固定負債 

(1)地方債 

(2)退職手当引当金等 

 

２流動負債 

(1)翌年度償還予定地方債 

(2)その他 

 

負債合計 

 

〔純資産の部〕 

 

 

純資産合計 

 

19,211 

17,325 

1,886 

 

1,782 

1,644 

138 

 

20,993 

 

 

 

 

48,764 

資産合計 69,758 負債・純資産合計 69,758 

 

① 事業用資産：公共サービスを提供する資産でインフラ資産以外の資産 

（例：庁舎、学校、公営住宅、商工施設） 

② インフラ資産：道路・橋りょう、河川、公園等の社会基盤となる資産 

③ 投資及び出資金：債権及び株式並びに財団法人への出捐金等 

④ 長期延滞債権：市税等の収入未済額のうち１年以上経過したもの 

⑤ 未収金：市税等の収入未済額のうち、１年以内に発生したもの 

貸借対照表（Ｂ／Ｓ） 



⑥ 徴収不能引当金：市税等の収入未済額のうち回収不能見込額 

 

⑦ 退職手当引当金：特別職を含む全職員が年度末に普通退職したと仮定した場合の退職手当見込額 

⑧ 地方債：この表では発行額ではなく、未償還額としています。 

〔前年度との比較〕 

（単位：百万円） 

借 方 
29年度 

A 

28年度 

B 
増減額 貸 方 29年度 28年度 増減額 

«資産の部» 

１固定資産 

(1)事業用資産 

(2)インフラ資産 

(3)物品 

(4)無形固定資産 

(5)投資及び出資金等 

(6)長期延滞債権 

(7)長期貸付金 

(8)基金(目的) 

 

２流動資産 

(1)現金預金 

(2)未収金 

(3)短期貸付金 

(4)基金(財調) 

(5)徴収不能引当金等 

 

66,486 

38,763 

22,282 

595 

51 

882 

314 

117 

3,482 

 

3,271 

461 

56 

- 

2,771 

△17 

 

68,176 

39,493 

23,138 

520 

44 

871 

315 

112 

3,683 

 

3,386 

344 

62 

- 

3,000 

△20 

 

△1,690 

△730 

△856 

75 

7 

11 

△1 

5 

△201 

 

△115 

117 

△6 

- 

△229 

3 

«負債の部» 

１固定負債 

(1)地方債 

(2)退職手当引当金等 

 

２流動負債 

(1)翌年度償還予定地方債 

(2)その他 

 

負債合計 

 

 

«純資産の部» 

 

純資産合計 

 

19,211 

17,325 

1,886 

 

1,782 

1,644 

138 

 

20,993 

 

 

 

 

48,764 

 

18,944 

16,917 

2,026 

 

1,783 

1,648 

135 

 

20,727 

 

 

 

 

50,836 

 

267 

408 

△140 

 

△1 

△4 

3 

 

266 

 

 

 

 

△2,072 

資産合計 69,758 71,562 △1,804 負債・純資産合計 69,758 71,562 △1,804 

 



 

 

 

行政コスト計算書は、一会計期間内において、資産形成に結びつかない経常的な行政活動に係る費用

（経常的な費用）と、その行政活動と直接の対価性のある使用料・手数料、負担金などの収益（経常的

な収益）を対比させた表となります。これによる差額が、税収等で賄うべき行政コスト（純経常費用（純

経常行政コスト））になります。 

この計算書は、企業会計の損益計算書に対応したものとなりますが、損益計算書は、収益・費用を対

比して「当期純利益」を計算するのに対して、行政コスト計算書は、費用から収益を対比して純経常行

政コスト（税収等で賄うべきコスト）を算出する点で大きく異なります。これは、企業のように営利目

的ではないことに対応したものということになります。 

行政活動は、貸借対照表に計上される資産の形成だけでなく、人的サービスや給付サービス等の資産

形成に結びつかない行政サービスが大きな比重を占めています。このようなコストを行政目的別に４つ

の性質に区分して計上しています。 

一般会計での経常費用は１６０億７千万円で、経常収益は５億９千万円となり、経常費用から経常収

益を差し引いた結果、純経常行政コストは、１５４億９千万円となっています。市民１人当たり（平成

３０年１月１日住基人口３１，６０４人）では、純経常行政コストは約４９万円となっています。 

（単位：百万円） 

 29 年度 

A 

28 年度 

B 

増減額 

A-B 

〔経常費用〕 

１ 業務費用 

 (1)人件費 

   職員給与費等 

   賞与引当金繰入 

   退職手当引当金繰入 

 (2)物件費等 

   物件費等 

   維持補修費 

   減価償却費 

 (3)その他業務費用 

 

２ 移転費用 

  補助金等 

  社会保障給付 

  他会計等への支出額 

 

〔経常収益〕 

使用料・手数料 

その他 

16,074 

9,013 

1,589 

1,805 

3 

△219 

7,238 

3,614 

915 

2,709 

186 

 

7,061 

3,230 

2,214 

1,617 

 

587 

194 

393 

16,613 

9,047 

1,799 

1,745 

23 

31 

6,998 

3,600 

743 

2,655 

250 

 

7,567 

3,700 

2,286 

1,581 

 

547 

201 

346 

△539 

△34 

△210 

60 

△20 

△250 

240 

14 

172 

54 

△64 

 

△506 

△470 

△72 

36 

 

40 

△7 

47 

純経常行政コスト(経常費用‐経常収益) 15,487 16,066 △579 

〔臨時損失〕 

〔臨時利益〕 

189 

- 

30 

- 

159 

- 

純行政コスト 15,676 16,096 △420 

 

行政コスト計算書（Ｐ／Ｌ） 



① 退職手当引当金繰入：将来の退職手当のうち当期に発生した分 

② 物件費：消耗品費、光熱水費、業務委託料など 

③ 減価償却費：有形固定資産や無形固定資産について、使用期間中、毎年度経済的価値の減少がある

ものとみなし、費用計上するもの 

④ 他会計への繰出金：特別会計等他会計への財政支出 

⑤ 社会保障給付：医療、子育て、障害、生活保護費などの扶助費 

 

 

 

 

 

純資産変動計算書は、期首の資産残高から期末の資産残高の動きを表す計算書となっています。 

会計年度中に、純資産がどのように変動したか、資産がどのような財源で形成されたか、また、純経

常行政コストが受益者負担以外の財源によりどの程度賄われているかも分かることができます。市税や

地方交付税などの一般財源、国・県支出金などの特定財源が純資産の増加原因として直接計上され、行

政コスト計算書で算出された純経常費用（純経常行政コスト）が純資産の減少要因となります。 

この計算書は、企業会計の株主資本等変動計算書に対応したものとなりますが、株主資本等変動計算

書では、資本取引（資本剰余金）や損益取引（利益剰余金）の区分が重視されるのに対し、純資産変動

計算書は、純資産の財源の充当先の区分が重視されています。 

一般会計の期首純資産残高５０８億４千万円に対し、期末純資産残高４８７億６千万円となっており、

当期中に２０億７千万円の純資産が減少しました。 

（単位：百万円） 

 29年度 

A 

28年度 

B 

増減額 

A-B 

期首（前年度末）純資産残高 

 純行政コスト（△） 

 財源 

  税収等 

  国県等補助金 

 資産評価替・無償受入 

50,836 

△15,676 

14,386 

10,946 

3,440 

△781 

52,231 

△16,096 

14,598 

11,300 

3,299 

102 

△1,395 

420 

△212 

△354 

141 

△883 

期末（本年度末）純資産残高 48,764 50,836 △2,072 

 

① 財源：市税、地方交付税等の税収等や国県補助金など行政コスト計算書に計上されない財源を表し

ています。 

② 資産評価差額：有価証券の評価差額など 

③ 無償所管換等：無償で譲渡または取得した固定資産価額、その他年度途中に判明した固定資産価額

など 

 

純資産変動計算書（ＮＷ） 



 

 

 

資金収支計算書は、別名「キャッシュフロー計算書」とも呼ばれ、年度内における現金収支の状態を

明らかにする目的で作成する計算書で、歳計現金の収支を性質の異なる３区分に分けて表示しています。 

財務書類４表のうち、唯一、現金主義対応となった表になります。 

業務活動収支は、経常的な行政活動による資金収支を表しており、人件費、物件費等の支出と使用料・

手数料や地方税、地方交付税等の収入が含まれます。投資活動収支は、公共施設等整備に伴う資本的支

出、貸付金の貸付、回収等の収支を表しています。財務活動収支は、地方債の発行・償還等の収支を表

しています。 

業務活動収支は１０億１千万円のプラス、投資活動収支は１３億円のマイナス、財務活動収支は４億

１千万円のプラスとなり、結果として２９年度の資金収支額は１億２千万円のプラスとなりました。 

本年度末資金残高は４億５千万円となり、２８年度末と比較して１億２千万円増加しています。 

 

※「本年度末資金残高」は一般会計の歳計現金を対象としており、「本年度末現金預金残高」は歳計

現金に歳計外現金を加えた額で、この額が貸借対照表の流動資産の現金預金の金額と一致します。 

（単位：百万円） 

 29年度 

A 

28年度 

B 

増減額 

A-B 

１業務活動収支 

  支 出 

  収 入 

２投資活動収支 

  支 出 

  収 入 

３財務活動収支 

  支 出 

  収 入 

1,013 

13,782 

14,794 

△1,299 

2,731 

1,432 

405 

1,647 

2,052 

1,097 

13,958 

15,055 

△1,178 

2,369 

1,191 

△73 

1,645 

1,572 

△84 

△176 

△261 

△121 

362 

241 

478 

2 

480 

当年度歳計現金増減額 119 △154 - 

期首歳計現金残高 331 485 - 

期末歳計現金残高 450 331 - 

期末歳計外現金残高 11 13 △2 

期末現金預金残高 461 344 117 

 

① 業務活動収支：行政サービスを行う中で毎年度継続的に収入支出されるもの 

② 投資活動収支：学校、公園、道路・橋りょうなどの資産形成や貸付金の貸付、回収、基金への積立

て・取崩しなどに伴う収支 

③  財務活動収支：市債借入や返済（元金償還）に係る資金の収支 

 

 

 

 

 

 

資金収支計算書（Ｃ／Ｆ） 



【参考資料】
一般会計に係る指標について

29年度(A) 28年度(B) 増減
①市民一人当たり資産額（万円）

資産合計（万円） 6,975,752 7,156,244 △ 180,492
人口（H30・29/1/1住民基本台帳） 31,604 32,199 △ 595

市民一人当たり資産額（万円） 220.7 222.3 △ 1.6

②有形固定資産減価償却率（％）

減価償却費累計額（百万円） 73,951 71,465 2,486
分母（百万円） 121,831 120,049 1,782

有形固定資産減価償却率（％） 60.7 59.5 1 .2

③純資産比率（％）

純資産（百万円） 48,764 50,836 △ 2,072
資産合計（百万円） 69,758 71,562 △ 1,804

純資産比率（％） 69.9 71.0 -1 .1

④将来世代負担比率（％）

地方債残高（特例地方債を除く）（百万円） 12,390 11,984 406
有形・無形固定資産合計（百万円） 61,691 63,195 △ 1,504

将来世代負担比率（％） 20.1 19.0 1 .1

⑤市民一人当たり行政コスト（万円）

純行政コスト（万円） 1,567,635 1,609,608 △ 41,973
人口（H30・29/1/1住民基本台帳） 31,604 32,199 △ 595
住民一人当たり行政コスト（万円） 49.6 50.0 △ 0.4

⑥市民一人当たり負債額

負債合計（万円） 2,099,307 2,072,693 26,614
人口（H30・29/1/1住民基本台帳） 31,604 32,199 △ 595

住民一人当たり負債額（万円） 66.4 64.4 2 .0

※分母＝有形固定資産合計-土地等の非償却資産＋減価償却累計額

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



注 記 

 

Ⅰ.重要な会計方針 

 

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

 ① 有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 

   ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

  ア 昭和５９年度以前に取得したもの・・・・・・・・・・・・・再調達原価 

  イ 昭和６０年度以後に取得したもの 

   取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 

   取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価 

    ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

 ② 無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 

   ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

   取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 

   取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価 

 

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

 ① 満期保有目的有価証券・・・・・・・・・・・・・・・・・・・償却原価法（定額法） 

   ただし、平成２９年度末において当該有価証券は保有していません。 

 ② 満期保有目的以外の有価証券 

  ア 市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格 

  イ 市場価格のないもの・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 

 ③ 出資金 

  ア 市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格 

  イ 市場価格のないもの・・・・・・・・・・・・・・・・・・・出資金額 

 

（３）有形固定資産等の減価償却の方法 

 ① 有形固定資産（事業用、インフラ、物品）・・・・・・・・・・定額法 

 ② 無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・定額法 

  （ソフトウェアについては、見込利用期間に基づく定額法によっています。） 

 

（４）引当金の計上基準及び算定方法 

 ① 投資損失引当金 

   市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価額 

  が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。 

 ② 徴収不能引当金 

   未収金及び長期延滞債権について、過去５年間の平均不能欠損率により、徴収不能見込額を計上

しています。 

 ③ 賞与引当金 

   翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額に

ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 ④ 退職手当引当金 

   特別職を含む全職員が年度末に普通退職したと仮定した場合の退職手当見込額に、退職手当組合

（秋田県市町村総合事務組合）への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当とし 

 

 



て支給された額の総額を控除した額（平成２９年度末時点において、本市は負担金累計額が退職手

当総額より少ないため、その差額を加算しています。）に組合における積立金額の運用益のうち、

本市へ按分される額を加算した額を控除した額を計上しています。 

 

（５）リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について   

 は通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

 

Ⅱ．重要な会計方針の変更 

 

（１）会計方針の変更 

 平成２７年度決算までは、総務省改訂モデルにより財務書類を作成していましたが、平成２８年度決

算より統一的な基準に基づく財務書類を作成しています。 

 

Ⅲ．その他 

 

（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

 ①地方自治法第 235 条の 5に基づき一般会計等においては出納整理期間が設けられており、出納整理 

期間における現金の受払等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

 ②千円単位を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※不明な点や詳細確認については、下記までご連絡ください。 

鹿角市役所 

総務部財政課財政班 0186-30-0209（直通） 



【様式第1号】

会計：一般会計 （単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 66,486,424   固定負債 19,211,281

    有形固定資産 61,639,703     地方債 17,325,492

      事業用資産 38,763,095     長期未払金 -

        土地 7,391,395     退職手当引当金 1,807,855

        立木竹 5,065,813     損失補償等引当金 -

        建物 50,288,293     その他 77,934

        建物減価償却累計額 -25,765,375   流動負債 1,781,783

        工作物 4,229,375     １年内償還予定地方債 1,644,308

        工作物減価償却累計額 -2,903,656     未払金 -

        その他 4,312     未払費用 -

        その他減価償却累計額 -     前受金 -

        建設仮勘定 452,939     前受収益 -

      インフラ資産 22,281,629     賞与等引当金 126,353

        土地 21,153     預り金 11,123

        建物 720,696     その他 -

        建物減価償却累計額 -410,903 負債合計 20,993,065

        工作物 66,592,607 【純資産の部】

        工作物減価償却累計額 -44,870,965   固定資産等形成分 69,257,083

        その他 -   余剰分（不足分） -20,492,623

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 229,042

      物品 2,562,278

      物品減価償却累計額 -1,967,300

    無形固定資産 51,348

      ソフトウェア 51,348

      その他 -

    投資その他の資産 4,795,373

      投資及び出資金 1,146,445

        有価証券 54,985

        出資金 1,091,460

        その他 -

      投資損失引当金 -171,844

      長期延滞債権 314,112

      長期貸付金 116,617

      基金 3,481,640

        減債基金 -

        その他 3,481,640

      その他 -

      徴収不能引当金 -91,597

  流動資産 3,271,100

    現金預金 461,050

    未収金 55,785

    短期貸付金 -

    基金 2,770,659

      財政調整基金 2,618,285

      減債基金 152,374

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -16,393 純資産合計 48,764,460

資産合計 69,757,524 負債及び純資産合計 69,757,524

貸借対照表
（平成30年3月31日現在）



【様式第2号】

会計：一般会計 （単位：千円）

    その他 -

純行政コスト 15,676,350

    その他 -

  臨時利益 -

    資産売却益 -

    資産除売却損 1,819

    投資損失引当金繰入額 -4,955

    損失補償等引当金繰入額 -

純経常行政コスト 15,487,409

  臨時損失 188,941

    災害復旧事業費 192,077

  経常収益 587,026

    使用料及び手数料 194,164

    その他 392,862

      社会保障給付 2,214,138

      他会計への繰出金 1,586,259

      その他 30,717

        その他 81,970

    移転費用 7,061,187

      補助金等 3,230,073

      その他の業務費用 186,421

        支払利息 113,353

        徴収不能引当金繰入額 -8,902

        維持補修費 915,232

        減価償却費 2,709,060

        その他 12,760

        その他 132,796

      物件費等 7,238,144

        物件費 3,601,091

        職員給与費 1,671,045

        賞与等引当金繰入額 3,429

        退職手当引当金繰入額 -218,586

  経常費用 16,074,435

    業務費用 9,013,248

      人件費 1,588,683

行政コスト計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額



【様式第3号】

会計：一般会計 （単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 50,835,510 71,176,312 -20,340,802

  純行政コスト（△） -15,676,350 -15,676,350

  財源 14,386,060 14,386,060

    税収等 10,945,708 10,945,708

    国県等補助金 3,440,352 3,440,352

  本年度差額 -1,290,290 -1,290,290

  固定資産等の変動（内部変動） -788,537 788,537

    有形固定資産等の増加 2,325,345 -2,325,345

    有形固定資産等の減少 -2,709,060 2,709,060

    貸付金・基金等の増加 526,082 -526,082

    貸付金・基金等の減少 -930,904 930,904

  資産評価差額 -74,135 -74,135

  無償所管換等 -700,158 -700,158

  その他 -6,467 -356,398 349,931

  本年度純資産変動額 -2,071,051 -1,919,229 -151,822

本年度末純資産残高 48,764,460 69,257,083 -20,492,623

純資産変動計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日



【様式第4号】

会計：一般会計 （単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 12,580

本年度歳計外現金増減額 -1,457

本年度末歳計外現金残高 11,123

本年度末現金預金残高 461,050

    その他の収入 -

財務活動収支 404,811

本年度資金収支額 118,954

前年度末資金残高 330,973

本年度末資金残高 449,927

  財務活動支出 1,647,164

    地方債償還支出 1,647,164

    その他の支出 -

  財務活動収入 2,051,975

    地方債発行収入 2,051,975

    貸付金元金回収収入 362,171

    資産売却収入 23,258

    その他の収入 -

投資活動収支 -1,298,825

【財務活動収支】

    貸付金支出 366,800

    その他の支出 -

  投資活動収入 1,431,789

    国県等補助金収入 178,607

    基金取崩収入 867,754

【投資活動収支】

  投資活動支出 2,730,615

    公共施設等整備費支出 1,926,958

    基金積立金支出 436,857

    投資及び出資金支出 -

  臨時支出 192,077

    災害復旧事業費支出 192,077

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 1,012,968

  業務収入 14,794,479

    税収等収入 11,338,486

    国県等補助金収入 2,868,967

    使用料及び手数料収入 194,164

    その他の収入 392,862

    移転費用支出 7,061,187

      補助金等支出 3,230,073

      社会保障給付支出 2,214,138

      他会計への繰出支出 1,586,259

      その他の支出 30,717

    業務費用支出 6,528,247

      人件費支出 1,803,841

      物件費等支出 4,529,084

      支払利息支出 113,353

      その他の支出 81,970

資金収支計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 13,589,434



【様式第1号】

会計：全体会計 （単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 84,625,747   固定負債 31,323,368

    有形固定資産 80,088,367     地方債等 27,781,013

      事業用資産 51,060,487     長期未払金 -

        土地 7,437,784     退職手当引当金 1,912,169

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 5,065,813     その他 1,630,186

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 2,763,380

        建物 68,350,113     １年内償還予定地方債等 2,377,948

        建物減価償却累計額 -31,576,192     未払金 217,725

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 4,229,375     前受金 12

        工作物減価償却累計額 -2,903,656     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 138,763

        その他 4,312     預り金 11,123

        その他減価償却累計額 -     その他 17,810

        その他減損損失累計額 - 負債合計 34,086,749

        建設仮勘定 452,939 【純資産の部】

      インフラ資産 28,429,733   固定資産等形成分 87,851,097

        土地 140,457   余剰分（不足分） -32,095,795

        土地減損損失累計額 -   他団体出資等分 -

        建物 1,487,724

        建物減価償却累計額 -766,422

        建物減損損失累計額 -

        工作物 75,325,835

        工作物減価償却累計額 -48,835,762

        工作物減損損失累計額 -

        その他 2,023,988

        その他減価償却累計額 -1,178,122

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 232,036

      物品 2,581,429

      物品減価償却累計額 -1,983,283

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 264,451

      ソフトウェア 51,348

      その他 213,103

    投資その他の資産 4,272,930

      投資及び出資金 482,466

        有価証券 54,985

        出資金 427,481

        その他 -

      長期延滞債権 470,722

      長期貸付金 116,617

      基金 3,506,412

        減債基金 -

        その他 3,506,412

      その他 -

      徴収不能引当金 -131,443

  流動資産 5,216,304

    現金預金 1,833,503

    未収金 182,172

    短期貸付金 -

    基金 3,225,350

      財政調整基金 3,072,976

      減債基金 152,374

    棚卸資産 5,135

    その他 -

    徴収不能引当金 -29,856

  繰延資産 - 純資産合計 55,755,303

資産合計 89,842,051 負債及び純資産合計 89,842,051

連結貸借対照表
（平成30年3月31日現在）



【様式第2号】

会計：全体会計 （単位：千円）

    資産売却益 -

    その他 176

純行政コスト 23,519,831

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 14

  臨時利益 176

  臨時損失 188,955

    災害復旧事業費 192,077

    資産除売却損 1,819

    使用料及び手数料 692,911

    その他 570,282

純経常行政コスト 23,331,053

      社会保障給付 10,565,522

      その他 30,744

  経常収益 1,263,193

        その他 180,224

    移転費用 14,012,281

      補助金等 3,403,015

      その他の業務費用 486,395

        支払利息 319,524

        徴収不能引当金繰入額 -13,353

        維持補修費 963,005

        減価償却費 3,313,598

        その他 121,282

        その他 136,701

      物件費等 8,328,710

        物件費 3,930,825

        職員給与費 1,854,816

        賞与等引当金繰入額 5,116

        退職手当引当金繰入額 -229,773

  経常費用 24,594,245

    業務費用 10,581,965

      人件費 1,766,859

連結行政コスト計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額



【様式第3号】

会計：全体会計 （単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 57,442,444 88,678,868 -31,236,423 -

  純行政コスト（△） -23,519,831 -23,519,831 -

  財源 22,147,043 22,147,043 -

    税収等 12,164,120 12,164,120 -

    国県等補助金 9,982,923 9,982,923 -

  本年度差額 -1,372,788 -1,372,788 -

  固定資産等の変動（内部変動） -1,008,772 1,008,772

    有形固定資産等の増加 2,792,064 -2,792,064

    有形固定資産等の減少 -3,368,613 3,368,613

    貸付金・基金等の増加 526,082 -526,082

    貸付金・基金等の減少 -958,305 958,305

  資産評価差額 -74,135 -74,135

  無償所管換等 -548,138 -548,138

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 307,920 803,276 -495,356

  本年度純資産変動額 -1,687,142 -827,770 -859,372 -

本年度末純資産残高 55,755,303 87,851,097 -32,095,795 -

連結純資産変動計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日



【様式第4号】

会計：全体会計 （単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 12,580

本年度歳計外現金増減額 -1,457

本年度末歳計外現金残高 11,123

本年度末現金預金残高 1,833,503

財務活動収支 246,017

本年度資金収支額 237,506

前年度末資金残高 1,584,874

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 1,822,380

    地方債等償還支出 2,335,452

    その他の支出 -

  財務活動収入 2,581,469

    地方債等発行収入 2,529,475

    その他の収入 51,994

    資産売却収入 23,258

    その他の収入 103,800

投資活動収支 -1,753,210

【財務活動収支】

  財務活動支出 2,335,452

    その他の支出 -

  投資活動収入 1,612,831

    国県等補助金収入 228,607

    基金取崩収入 894,996

    貸付金元金回収収入 362,171

  投資活動支出 3,366,042

    公共施設等整備費支出 2,500,769

    基金積立金支出 498,473

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 366,800

    災害復旧事業費支出 192,077

    その他の支出 -

  臨時収入 11,924

業務活動収支 1,744,699

【投資活動収支】

    税収等収入 12,573,218

    国県等補助金収入 9,242,873

    使用料及び手数料収入 692,911

    その他の収入 685,350

  臨時支出 192,077

    移転費用支出 13,979,495

      補助金等支出 3,355,267

      社会保障給付支出 10,565,522

      その他の支出 45,706

  業務収入 23,194,352

    業務費用支出 7,290,005

      人件費支出 2,025,561

      物件費等支出 4,759,705

      支払利息支出 319,524

      その他の支出 185,215

連結資金収支計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 21,269,500



【様式第1号】

会計：連結会計 （単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 88,445,637   固定負債 34,059,311

    有形固定資産 83,282,235     地方債等 29,579,858

      事業用資産 54,191,368     長期未払金 -

        土地 7,509,262     退職手当引当金 2,344,748

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 5,065,813     その他 2,134,705

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 2,955,664

        建物 74,204,572     １年内償還予定地方債等 2,432,326

        建物減価償却累計額 -35,074,869     未払金 301,885

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 4,425,869     前受金 12

        工作物減価償却累計額 -3,052,845     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 179,607

        その他 850,255     預り金 21,522

        その他減価償却累計額 -189,626     その他 20,311

        その他減損損失累計額 - 負債合計 37,014,975

        建設仮勘定 452,939 【純資産の部】

      インフラ資産 28,429,733   固定資産等形成分 91,764,314

        土地 140,457   余剰分（不足分） -34,642,723

        土地減損損失累計額 -   他団体出資等分 -

        建物 1,487,724

        建物減価償却累計額 -766,422

        建物減損損失累計額 -

        工作物 75,325,835

        工作物減価償却累計額 -48,835,762

        工作物減損損失累計額 -

        その他 2,023,988

        その他減価償却累計額 -1,178,122

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 232,036

      物品 3,031,857

      物品減価償却累計額 -2,370,724

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 264,708

      ソフトウェア 51,605

      その他 213,103

    投資その他の資産 4,898,694

      投資及び出資金 211,146

        有価証券 55,035

        出資金 156,111

        その他 -

      長期延滞債権 472,831

      長期貸付金 116,617

      基金 4,226,273

        減債基金 -

        その他 4,226,273

      その他 3,270

      徴収不能引当金 -131,443

  流動資産 5,690,929

    現金預金 2,178,020

    未収金 204,170

    短期貸付金 -

    基金 3,318,677

      財政調整基金 3,166,303

      減債基金 152,374

    棚卸資産 11,414

    その他 8,520

    徴収不能引当金 -29,872

  繰延資産 - 純資産合計 57,121,591

資産合計 94,136,566 負債及び純資産合計 94,136,566

連結貸借対照表
（平成30年3月31日現在）



【様式第2号】

会計：連結会計 （単位：千円）

    資産売却益 230

    その他 202

純行政コスト 27,981,947

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 14

  臨時利益 432

  臨時損失 191,385

    災害復旧事業費 192,077

    資産除売却損 4,249

    使用料及び手数料 719,357

    その他 815,157

純経常行政コスト 27,790,994

      社会保障給付 10,208,063

      その他 322,147

  経常収益 1,534,514

        その他 359,367

    移転費用 16,761,572

      補助金等 6,218,362

      その他の業務費用 674,512

        支払利息 328,482

        徴収不能引当金繰入額 -13,337

        維持補修費 1,065,721

        減価償却費 3,597,700

        その他 129,125

        その他 345,309

      物件費等 8,844,222

        物件費 4,051,676

        職員給与費 2,880,018

        賞与等引当金繰入額 5,762

        退職手当引当金繰入額 -185,886

  経常費用 29,325,508

    業務費用 12,563,936

      人件費 3,045,203

連結行政コスト計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額



【様式第3号】

会計：連結会計 （単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 59,113,482 92,707,362 -33,593,880 -

  純行政コスト（△） -27,981,947 -27,981,947 -

  財源 26,301,692 26,301,692 -

    税収等 14,121,268 14,121,268 -

    国県等補助金 12,180,424 12,180,424 -

  本年度差額 -1,680,255 -1,680,255 -

  固定資産等の変動（内部変動） -1,283,432 1,283,432

    有形固定資産等の増加 2,801,613 -2,801,613

    有形固定資産等の減少 -3,651,055 3,651,055

    貸付金・基金等の増加 564,076 -564,076

    貸付金・基金等の減少 -998,066 998,066

  資産評価差額 -74,135 -74,135

  無償所管換等 -548,138 -548,138

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 11,345 173,009 -161,663 -

  その他 299,292 789,648 -490,356

  本年度純資産変動額 -1,991,891 -943,048 -1,048,843 -

本年度末純資産残高 57,121,591 91,764,314 -34,642,723 -

連結純資産変動計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日



【様式第4号】

会計：連結会計 （単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 12,856

本年度歳計外現金増減額 -856

本年度末歳計外現金残高 12,000

本年度末現金預金残高 2,178,020

財務活動収支 193,332

本年度資金収支額 192,984

前年度末資金残高 1,965,642

比例連結割合変更に伴う差額 7,395

本年度末資金残高 2,166,020

    地方債等償還支出 2,389,599

    その他の支出 1,155

  財務活動収入 2,584,086

    地方債等発行収入 2,529,475

    その他の収入 54,611

    資産売却収入 23,507

    その他の収入 103,800

投資活動収支 -1,756,898

【財務活動収支】

  財務活動支出 2,390,754

    その他の支出 -

  投資活動収入 1,674,640

    国県等補助金収入 228,607

    基金取崩収入 956,555

    貸付金元金回収収入 362,171

  投資活動支出 3,431,538

    公共施設等整備費支出 2,504,051

    基金積立金支出 560,687

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 366,800

    災害復旧事業費支出 192,077

    その他の支出 -

  臨時収入 11,924

業務活動収支 1,756,549

【投資活動収支】

    税収等収入 14,530,053

    国県等補助金収入 11,449,010

    使用料及び手数料収入 719,357

    その他の収入 922,801

  臨時支出 192,077

    移転費用支出 16,750,177

      補助金等支出 6,170,208

      社会保障給付支出 10,208,063

      その他の支出 358,907

  業務収入 27,621,221

    業務費用支出 8,934,341

      人件費支出 3,248,967

      物件費等支出 4,993,601

      支払利息支出 328,482

      その他の支出 363,291

連結資金収支計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 25,684,518


